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健康経営戦略マップ 2026年度 人材を大切にする経営を、保育の質へつなげる

健康投資 健康投資の効果 経営の成果

健康投資・具体施策
10カテゴリー・60超の施策を実行

利用・実施 2026年度目標
主な指標

業務パフォーマンス
3つの指標で生産性を測る

人材・保育・経営成果
定着・成長・保育の質・法人価値

01 予防・疾病・身体の健康

定期健康診断  二次健診フォロー  特定保健指導の機会提供
インフルエンザ予防接種助成  栄養研修  ヨガ・運動研修
睡眠研修  禁煙研修  アルコール研修  健康促進研修
看護師による健康相談

健診 100%

02 こころ・メンタルヘルス

ストレスチェック対象者拡大  メンタルヘルス研修
管理職ラインケア研修  内部相談窓口  外部相談窓口
各グループ人事担当者  産業医連携  外部カウンセラー
復職支援・復職後フォロー

ストレスチェック受検 95%以上

03 女性・
ライフステージの健康

女性特有の疾病研修  がん両立研修  法人負担がん保険
妊娠中の時間内通院  通勤緩和  勤務中休憩措置
産前産後休業  配偶者出産休暇  高年齢職員向け健康・就業支援

女性健康施策認知 90%以上

04 育児・介護・

治療との両立

育児休業  産後パパ育休  育児短時間勤務  子の看護休暇
所定外労働免除・制限  介護休業・介護支援  病気と仕事の両立
時間・勤務地限定正職員  時短6・7・8時間勤務
育休対象者個別オリエンテーション

男性育休 100%

05 働き方・休養・労働時間

計画的有休取得  時間単位有休  慶弔等特別休暇  勤怠管理PJ
シフト効率化  適正人員配置  残業削減
変形労働時間制の適正運用  早番・延長番手当  異動意向調査
休憩室改善

有休取得率 80%以上

06 経済的安心・保障・
福利厚生

はぐくみ企業年金導入  金融研修  ライフプラン研修
福祉医療機構退職共済  法人負担がん保険  任意労災
保育士賠償責任保険  ベネフィット・ステーション
借上げ社宅制度  住宅手当  家族手当

福利厚生認知 90%以上

07 人間関係・

心理的安全性・組織風土

園長との定期1on1  ES調査  職員ヒアリング
外部カウンセラー面談  コミュニケーション促進イベント
ハラスメント防止研修  LGBTQ・多様性研修
職員の声→制度改善PDCA  グループ人事担当者  カインドネスギフト

1on1（年2回） 100%

08 制度理解・情報アクセス

職員の手引き  人事制度を漫画で説明  制度別研修
育休等の個別オリエンテーション

オフィスステーションによる手続き  内部・外部相談先の周知
健康経営方針の職員周知

健康経営方針認知 90%以上

09 成長・自己実現・
働きがい

法人研修  姉妹園研修  職種別研修  キャリアアップ研修
園内研修  他園・外部視察  経験機会の提供  役職別育成
研修受講履歴・能力の可視化  キャリア形成支援

研修参加率 90%以上

10 安全・産業保健・

健康経営基盤

看護師会による産業保健・衛生管理・職員健診  産業医体制
衛生委員会  感染症対策  救命・エピペン・嘔吐処理等研修
健康経営責任者・推進責任者・統括・担当者体制  保険者連携
理事会・経営会議でKPIレビュー  社外KPI公表

経営レビュー 年2回以上

推進の基盤
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プレゼンティーイズム

出勤していても、心身の不調で本

来の力を発揮できていない状態

目標 前年比改善

アブセンティーイズム

心身の不調によって欠勤・休業し
ている状態

目標 前年比減少

ワーク・エンゲージメント

仕事に活力・熱意・没頭をもって

取り組めている状態

目標 前年比+1%以上

人材成果

離職率 10%以下
新卒3年定着率 90%以上

教育・保育

第三者評価 95%以上
保護者満足度 95%以上

経営

入所率 95%以上
法人ブランド向上

最終ゴール 人材を大切にする 健康・安心 長く働く 経験・専門性が蓄積する 職員が成長する 教育・保育の質が高まる
選ばれる園・

持続可能な法人へ

※目標値は2026年度案。プレゼンティーイズム・アブセンティーイズム・ワーク・エンゲージメントは2026年度に基準値を取得。


